平成２６年度　事前評価調書（総事業費10億円以上）
	事業名
	第二方面機動警ら隊庁舎整備事業（大阪府淀川警察署別館庁舎建替事業）

	担当部署
	警察本部総務部施設課（連絡先　06-6943-1234　内線22721）　

	事業箇所
	大阪市淀川区十三本町３－７－２７

	目的
	　淀川警察署は、昭和４４年に建設された本館庁舎（平成２１年度に耐震改修済）と昭和
３７年に建設された別館庁舎（コンクリートの強度不足で耐震改修不可）で構成されている。

　本館庁舎には、淀川警察署員が勤務する執務室の他、第二方面機動警ら隊（パトカー等の機動力を用いた警ら活動を行う所属）の隊本部執務室を配置していることに加え、昭和４４
年の建設時に比べ、淀川警察署員が８６人、第二方面機動警ら隊員が１９人増員されていることから、庁舎の狭隘化が問題となっている。

　更に、別館庁舎にあっては、構造材の問題から耐震改修が出来ないため、大阪府の方針により、平成２７年度迄に使用を停止する必要がある。

　そこで、淀川警察署の敷地内に第二方面機動警ら隊新庁舎を整備（本館庁舎から移転）し、
合わせて新庁舎内に淀川警察署員が使用する執務室を確保することにより、両所属の狭隘化を解消するものである。

	内容
	【新庁舎】

構　　造：鉄筋コンクリート造　地上６階

延床面積：約２，５００㎡

（内訳）

第二方面機動警ら隊　約１，９００㎡　＋　淀川警察署　約６００㎡

　　＝　約２，５００㎡　
　（室名）

　　第二方面機動警ら隊（執務室、更衣室、倉庫、取調室、便所、浴室、会議室、機械室、食堂、道場、車庫等）
　　淀川警察署（執務室、更衣室、倉庫）

	
	［参考］

【本館庁舎】

　築　　年：昭和４４年築（築後４５年経過）

　構　　造：鉄筋コンクリート造　地上５階

　延床面積：３，６１４㎡（内第二方面機動警ら隊　約８００㎡）

【別館庁舎】

　築　　年：昭和３７年築（築後５２年経過）

　構　　造：鉄筋コンクリート造　地上２階

　延床面積：３９８㎡（食堂面積含む）

	事業費
	全体事業費：約１０．７億円（国：１．８億円、府：８．９億円）
（内訳）工事費　　　　　　　　　約１０．０億円

基本計画・基本設計費　　　約０．２億円

　　　　　実施設計　　　　　　　　　約０．５億円

	
	【事業費の積算根拠】

過去の警察署建替の事業費を参考とした概算額
	【工事費の内訳】

新築工事費　約９．７億円

撤去工事費　約０．３億円

	事業費の変動要因
	【今後の事業費変動要因の予測】

　過去の警察署建替の事業費を参考とした概算額であり、今後、設計等を行い、事業費を

精査する。

	維持管理費
	約１２，０００千円／年

	関連事業
	－

	上位計画等に

おける位置付け
	・府有建築物耐震化実施方針（平成１９年３月）

※警察施設の整備について

　 犯罪発生件数の増加等に伴う、警察官の増員、証拠品の増加及び 車両・装備資機材の増強等の理由により、多くの警察署で著しい狭隘化が進行している。加えて、老朽化も進行していることから、狭隘化及び老朽化等を総合的に判断して、計画的に建替え等整備を推進している。

	優先度
	　狭隘化が著しく、警察署の機能性や府民サービスの面で支障が生じている。更に別館庁舎は耐震性能の基準を満たしておらず、安全性に欠くことからも優先度は非常に高い。

	事業を巡る社会

経済情勢等
	　複雑多様化する警察事象に対応するため、警察官の定員も年々増加されており、それに
伴い、警察施設の狭隘化も進んでいる。
　また、阪神大震災の教訓をもとに、平成７年に「建築物の耐震改修の促進に関する法律」が施行され、その後、更なる大震災発生の切迫性が指摘される中、平成１８年に同法が改正された。同実施方針における耐震化の目標は、平成２７年度までの１０年間に、府有建築物全体の耐震化率を９０％以上にすることである。ただし、本庁舎のような災害時に重要な機能を果たす建築物については１００％となっている。

	地元の協力体制等
	　―

	事業の投資効果

＜費用便益分析＞

または

＜代替指標＞
	　警察庁舎整備（建替）事業に係る投資効果を分析する手法は確立されていない。

	事業効果の

定性的分析

（安心・安全、活力、快適性等の有効性）
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【効果項目】
・耐震性能の向上による庁舎の安全性能確保
・執務室の狭隘化解消による来庁者の利便性の向上及び職員の勤務環境の改善
【受益者】
府民


	事業段階ごとの

進捗予定と効果
	　平成２６年度　　　　基本計画
　平成２７～２８年度　基本設計及び実施設計、撤去工事

　平成２８～３０年度　本体工事

	完成予定年度
	　平成３０年度

	代替手法との

比較検討
	　淀川警察署別館庁舎は平成１１年に実施した耐震診断の結果、コンクリートの強度不足（構造躯体が脆く、補強工事に際しての接合筋の打ち込みが不可能）とされ、耐震改修が出来ないことから、淀川警察署の敷地内に第二方面機動警ら隊庁舎と淀川警察署執務室としての機能を複合した新庁舎を整備することが最も効率的である。


	自然環境等への

影響とその対策
	　省エネルギー型機器や断熱性の高い部材の使用、居室採光の十分な確保等による地球環境保全に努める。

	その他特記事項
	特になし


	評価結果
	・事業実施
＜判断の理由＞

　昭和４４年の本館庁舎建設時から警察署員及び機動警ら隊員を大幅に増員してきたことにより、庁舎の狭隘化が著しいことや、別館庁舎がコンクリートの強度不足で耐震改修できないことから、新庁舎を整備する。



